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実践報告

PBLカリキュラムにおける長期的な学習成果の直接評価 
―新潟大学歯学部でのパフォーマンス評価の縦断研究にもとづいて―

小野　和宏 1・松下　佳代 2・斎藤　有吾 3

（1 新潟大学大学院医歯学総合研究科・2 京都大学高等教育研究開発推進センター・3 新潟大学経営戦略本部）

本研究の目的は、高次の統合的能力である問題解決能力の変容を、パフォーマンス評価を用いてプロ
グラムレベルで把握することである。対象は新潟大学歯学部の PBLカリキュラムで学んだ学生 82 名である。
独自に開発した評価ツールである改良版トリプルジャンプ（MTJ）を、第 2学年から第 3学年におけるカリキュ
ラムの異なる3時点で実施し、縦断的に学生の問題解決能力を評価した。一方、MTJに用いた3つのパ
フォーマンス課題の難易度を、課題自体の複雑さと難易度に関する学生の認識という2つの側面から検討し
た。その結果、学年が進み PBLの学習経験が増えるにつれて、MTJの評価得点は中程度～大の効果量
をもって有意に上昇していることが明らかになった。また、パフォーマンス課題はカリキュラムの学習内容を反
映して、学年が進むにつれて複雑になっており、課題の難易度に関する学生の認識でも同様な結果が得ら
れた。以上のことから、MTJの評価得点の上昇は、課題の難易度が下がったことによるものではなく、学生
の問題解決能力が向上したことによると解釈された。このように、課題の難易度という観点を加えることによって、
複数科目でのパフォーマンス評価の結果から、プログラムレベルでの長期的な問題解決能力の変容を評価で
きることが明らかになった。
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1．問題と目的
1.1．直接評価による学習成果の評価
中央教育審議会答申「学士課程教育の構築に向けて」

（学士課程答申）が 2008 年 12月に出されて以降、教員
が学生に何を教えたかではなく、その結果、学生は何を学
んだか、すなわち学習成果が大学教育で重視されるように
なった。この学習成果には、「学士力」やその元となった
AAC&U（全米大学・カレッジ協会）の「本質的学習成
果」（AAC&U, 2007）にみられるように、知識だけでなく、
論理的思考や問題解決、コミュニケーションなどの能力が
含まれている。
現在、各大学には3つのポリシー（ディプロマ・ポリシー、

カリキュラム・ポリシー、アドミッション・ポリシー）の策定・
公表が義務づけられている。杉谷（2019）によると、480
学部から回答を得た2018 年の調査では、7割以上の学
部がディプロマ・ポリシー策定に際し、「能力（コンピテン
シー）の涵養」を「とても重視した」と回答している。また、
吉田（2008）によると、1000 学部から回答を得た2003 年
の同様の調査では、そのような能力として、課題探求能力、
批判的精神といった学士課程教育全体で、すなわち複数

科目にまたがってプログラムレベルで育成される能力が重視
されていることが示されている。だが、そうした目標を達成
できるようなカリキュラムを組むこと、また、それらが獲得され
ているかを評価することには大きな困難が伴う。
学習成果を評価する方法は、大きく直接評価と間接評
価の2つに分類することができる（山田，2012）。直接評
価とは、学生の知識や行為を通じて、すなわち「何がで
きるか」を学生自身に提示させることで、学習成果を直接
的に評価することである。一方、間接評価とは、学生の
学習行動や自己認識を通じて、すなわち「どのように学習
したか」や「何ができると思っているか」を学生自身に答
えさせることによって、学生の学習成果を間接的に評価す
ることである（松下，2012）。先述した学士課程答申では、
学習成果を「プログラムやコースなど、一定の学習期間終
了時に、学習者が知り、理解し、行い、実演できることを
期待される内容を言明したもの」と定義しており（中央教
育審議会，2008）、この定義にしたがえば、学習成果の評
価では直接評価を中心とすることが妥当であろう。
これまで、プログラムレベルの学習成果を把握するのに
多用されてきたのは、間接評価の一手法である質問紙
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調査であった（例えば、畑野・上垣・高橋，2015；山田，
2012）。それに対し、直接評価によってプログラムレベルの
学習成果を把握することは可能なのだろうか。

1.2．パフォーマンス評価を用いた縦断研究の必要性
直接評価の中でも、本研究ではパフォーマンス評価を取

り上げる。パフォーマンス評価とは、ある特定の文脈のもと
で、さまざまな知識や技能などを用いながら行われる、学習
者自身の作品や実演（パフォーマンス）を直接的に評価す
る方法のことである。パフォーマンス評価には、①評価の
直接性（パフォーマンスを実際に行わせ、それを直接、評
価する）、②パフォーマンスの文脈性（パフォーマンスは具
体的な状況の中で可視化され、解釈される）、③パフォー
マンスの複合性（それ以上分割すると本来の質を失うという、
一まとまりのパフォーマンスを行わせる）、④評価の分析性と
間主観性（そうした質の評価のために評価基準と複数の
専門家の鑑識眼を必要とする）といった特徴がある（松下，
2010）。「文章コミュニケーション、問題解決、分析的推論
などのスキルは、学問分野の中で適用されるときにこそ、もっ
ともよく学ばれ、評価される」（Banta & Pike, 2012, p. 25）
とすれば、問題解決のような高次の統合的能力を直接評
価するうえで、パフォーマンス評価はもっとも適した評価方法
といえるであろう。
ただし、パフォーマンス評価によって、複数科目にまたが

るプログラムレベルの学習成果を把握する際、乗り越えなけ
ればならない課題がある。仮に、問題解決能力を評価す
るために、学年をまたいで2つの時点でパフォーマンス評
価を行ったとする。また、評価基準に共通のルーブリックを
用いて、それを得点化したとしよう。ここで得られた2つの
得点の差異は、そのまま問題解決能力の変容の度合いと
解釈することが可能なのだろうか。
より具体的に述べよう。上の例において、共通のルーブ

リックを用いて、ある学生が 2回とも「レベル2」と評価さ
れ、それを2点と換算したとする。この場合、得点上は変
化が 0となる。これを、単純に、問題解決能力の変容は
なかったと解釈してよいのだろうか。もし、2回目のパフォー
マンス課題が、より専門性が高く複雑になるなど、難易度
が高くなっていた場合、得点の変化はみられずとも、問題
解決能力は高まっていると解釈するほうが妥当ではなかろう
か。つまり、共通のルーブリックを用いたとしても、パフォー
マンス課題の難易度が異なるのであれば、そこから得られ
た量的な指標の解釈には慎重になる必要がある。このように、
パフォーマンス評価は、「パフォーマンス課題」とルーブリッ
クをはじめとした「評価基準」によって構成されているため、
縦断的な検討を行う場合、評価基準をそろえればそれでよ

いというわけではなく、課題の難易度も考慮する必要がある
のである。
これに対して、課題の難易度に応じて、評価結果を調
整すればよいという意見もあるだろう。たしかに、テスト理論
においては、異なるテストの得点を比較可能にするために、
等化という手続きがとられる。等化とは、2つの尺度について、
どちらか一方の尺度に0点の位置や目盛の幅をそろえるこ
とを指す（加藤・山田・川端，2014）。これにより、難易
度や識別力といった項目の特性が異なるものによって構成さ
れたテスト間の得点を調整することが可能になる。しかしな
がら、等化の手法を実施するには、一般に大きなサンプル
サイズや異なるテスト間で共通受験者あるいは共通項目が
必要であり、多くの時間や人的リソースを要するパフォーマ
ンス評価では困難である。なお、2回とも同じパフォーマン
ス課題にするというやり方もあるだろうが、1回目の記憶がそ
のまま2回目に影響を与えるであろうことは容易に想像される。
また、カリキュラムを考慮すれば、低学年から高学年にか
けて、パフォーマンス課題の難易度が高くなるほうが自然で
あり、実際の教育現場で用いるには無理がある。
そこで、本研究では、パフォーマンス課題の難易度に関

して、課題自体の複雑さと難易度に関する学生の認識とい
う側面から検討し、それらも考慮したうえで、プログラムレベ
ルでの学生の変容の把握（複数科目をまたいだ学習成果
の評価）を試みる。

1.3．本研究の目的と構成
以上から、本研究では現在の大学教育で要請されてい

る高次の統合的能力について、学生の変容をプログラムレ
ベルで把握することに取り組む。とりわけ、高次の統合的
能力のうち、問題解決能力を取り上げ、問題基盤型学習
（Problem-Based Learning、以下、PBL）を軸としたカリ
キュラム（PBLカリキュラム）を通じて育成される問題解決
能力の変容について明らかにする。
具体的には、PBLを中心に構築した新潟大学歯学部

口腔生命福祉学科のカリキュラムで学んだ学生を対象とし
て、問題解決能力をカリキュラムの3時点で縦断的に捉
え、その変容を検討する。口腔生命福祉学科のカリキュラ
ムは、第 2学年から学士課程を通じて、複数の PBL科目
を継続的に実施しており、複数科目をまたいだ学習成果を
評価するうえで適した対象フィールドといえる。PBLで育成
された問題解決能力を直接評価するためには、独自に開
発したパフォーマンス評価である「改良版トリプルジャンプ」
（Modified Triple Jump、以下、MTJ）（小野・松下・斎
藤，2014）を用いる。3つのパフォーマンス課題それぞれ
の難易度を、各シナリオの複雑さと学生の難易度の認識に
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関する質問紙調査によって検討し、それらを考慮したうえで、
PBLカリキュラムを通して獲得された学習成果について考
察を加える。

2．方法
2.1．PBLカリキュラム
（1）教育目標
新潟大学歯学部は、歯学科（6年制、定員 40 名）、

口腔生命福祉学科（4年制、定員 20 名）の2学科から
なり、口腔生命福祉学科は「変化の激しい現代社会のな
かで、国民の多様な価値観を受け入れ、質の高い保健
医療福祉サービスを提供するために、新たな諸課題に関
係者と適切に連携しながら問題解決を図っていく能力を備え、
口腔保健、歯科医療、福祉を総合的に思考・展開できる
能力を有する人材を育成する」ことを教育目標に掲げてい
る（新潟大学歯学部口腔生命福祉学科，2020）。「口腔
保健、歯科医療、福祉を総合的に思考・展開できる能力」
とは、歯科と福祉それぞれの領域における知識・スキルを
有し、それらを統合して「食べること」に関する問題を解
決に導く力と定義しており、教育目標は、低学年から高学
年に向けて、専門性を高めながら問題解決能力を育成す
ることを意味している。
（2）PBLカリキュラムのアウトライン
一般に、PBLの効果として、統合された深い知識・理
解の習得、問題分析・問題解決能力の育成、対人関係
能力の育成、継続的な学習意欲の涵養があげられている
（Barrows, 1998）。そこで、新潟大学歯学部口腔生命福
祉学科では、教育目標としている問題解決能力を育成する
ために、カリキュラム全体を通じて PBLを導入している。口

腔生命福祉学科のカリキュラム（図 1）は4年制で、学期
を学習の大きな基本単位として捉え、それぞれの学期で中
心となる学習内容を設定している。第 1学年は「大学学
習法と人としての成長」、第 2学年前期は「口腔の重要
性理解と歯科医療従事者としての自覚」、同後期は「軽
度な歯科疾患の診査・処置・予防」、第 3学年前期は
「進行した歯科疾患の診査・処置・予防ならびに社会福
祉と社会保障の理解」、同後期は「高齢者・障害者の理
解と対応」、第 4学年は「個人および社会の視点からみ
たオーラルヘルスプロモーションの実践」となっている（新
潟大学歯学部，2020）。
初年次には、大学学習法により学習態度の転換を図り、
本カリキュラムを履修していくうえで必須な問題解決、論理
的思考、コミュニケーションの基礎を育成する。また、一般
教育科目を通じて、多様なものの見方にふれさせ、さまざま
な文化や価値を受容し、個性を尊重する態度を涵養する。
第 2学年からは PBLを全面的に導入し、統合された知識
を習得させるとともに、問題解決能力、対人関係能力を向
上させる。また、早期から継続して実際の患者に接する機
会を設け、歯科医療従事者としての自覚と態度を涵養する。
第 3学年から福祉に関する学習が本格的に開始され、第
2学年に引き続きPBLにより、口腔保健学にとどまらず、口
腔保健学と福祉学の知識を統合させる。また、歯科医療
に関する実習を通して、歯科医療従事者としての基本的
な技能を身につけさせる。第 4学年には、臨床実習ならび
に社会福祉現場実習を実施するとともに、両実習を通じて
自ら見いだした課題に対する研究レポートを作成させる（新
潟大学歯学部口腔生命福祉学科，2020）。
なお、PBL科目として、第 2学年前期には「PBL入

図 1　新潟大学歯学部口腔生命福祉学科のカリキュラムとPBLならびにMTJの位置づけ
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門」「人体のしくみ」「口腔の科学」の3つの授業科目が、
同後期には「臨床歯科学 1」「歯科衛生学」の2つの
授業科目がある。また、第 3学年前期には「臨床歯科学
2」「社会保障入門」「児童福祉総論」の3つの授業科
目が、同後期には「臨床歯科学 3」「高齢者福祉総論」
「障害者福祉総論」の3つの授業科目が配置されている。
さらに、第 4学年前期には「臨床歯科学 4」の授業科目
がある（図 1）。

2.2．改良版トリプルジャンプ
（1）評価方法

MTJは、いわば一人で行うPBLで、3つのステップから
構成される。ステップ 1で、学生はシナリオから問題を見い
だし、解決策を立案し、学習課題を設定して、それを60
分間でワークシートに記述する。ステップ 2では、1週間を
かけて、設定した学習課題を調査し、解決策を検討して、

最終的な解決策を提案する。そして、その内容もワークシー
トに記述し、教員に提出する。その後、ステップ 3として、
シナリオの状況を再現した場面において、学生は教員を相
手にロールプレイを行い、解決策を実行する。ステップ 3の
時間は、教員からのフィードバックを含め15 分間である。
一方、教員は、学生が提出したワークシートを「問題発
見」「解決策の着想」「学習課題の設定」「学習結果と
リソース」「解決策の検討」「最終解決策の提案」の6
観点、「レベル3」から「レベル0」の4段階からなるス
テップ 1・2のルーブリック（表 1a）により評価する。また、
ロールプレイを「追加情報の収集」「情報の統合」「共
感的・受容的態度」「コミュニケーション」の4つの観点
で、ステップ 1・2と同様に4段階からなるステップ 3のルー
ブリック（表 1b）により評価する。
ステップ 1・2ならびにステップ 3のルーブリックの観点
は、AAC&UのVALUEルーブリックの「問題解決」（松

表 1　MTJのルーブリック枠組み
a：ステップ 1・2

ステップ 1 ステップ 2
観点 問題発見 解決策の着想 学習課題の設定 学習結果とリソース 解決策の検討 最終解決策の提案

レベル 3

問題を見いだし、シナリオ
の事実から、推察しうる
原因も含め、問題とした
理由を述べている。

いくつかの解決策を立て、
これまでの学習や経験とも
結びつけて、解決策の立
案過程を述べている。

学習課題を的確に設定
し、解決策と学習課題の
関連から必要性を述べて
いる。

利用可能なさまざまなリ
ソースを駆使し、信頼性
に注意して、正しい内容
を学習している。

いくつかの解決策を比較
検討し、それぞれの有効
性や実行可能性を考察し
ている。同時に、解決策
の限界にも思いをめぐらし
ている。

シナリオの状況に適した、
妥当な最終解決策を提案
している。解決策をより効
果的に実行するために、
追加情報の必要性に気
づいている。

レベル 2

問題を見いだし、シナリオ
の事実から問題とした理
由を述べている。

いくつかの解決策を立て、
解決策の立案過程を述
べている。

学習課題を設定し、解決
策と学習課題の関連から
必要性を述べているが、
重要な学習課題が一部
欠如している。

リソースの信頼性に注意し
て、おおむね正しい内容
を学習している。

いくつかの解決策を比較
検討し、それぞれの有効
性や実行可能性を考察し
ている。

シナリオの状況に適した、
妥当な最終解決策を提案
している。

レベル 1

問題を見いだしているが、
問題とした理由の説明は
不十分である。

解決策を立てているが、
立案過程の説明は不十
分である、あるいは解決
策が 1つのみである。

学習課題が漠然としてお
り、何を学ぶべきか焦点
が絞られていない、ある
いは必要性の説明が不
十分である。

リソースの信頼性について
の注意が不十分で、学
習内容にいくつかの誤り
が含まれている。

解決策の検討は不十分
である、あるいは複数の
解決策について比較検討
していない。

最終解決策の提案にい
たっていない、あるいは
解決策、学習結果、結
論の間に矛盾や飛躍があ
る。

レベル 0 レベル1を満たさない場合はゼロを割り当てること。

b：ステップ 3
ステップ 3

観点 追加情報の収集 情報の統合 共感的・受容的態度 コミュニケーション
レベル 3 歯科医師が歯科治療恐怖症と考えた

理由、虐待と関連した兆候、カンファレ
ンスでの養護教諭との話の内容など、
児童虐待の可能性を吟味する上で必
要な追加情報を、すべて、的確に収集
している。

児童虐待の可能性と対応について、全
身的ならびに歯科的な兆候、医療従事
者の役割、法律の点から深く柔軟に理
解しており、歯科医師からの追加情報
も十分統合できている。

自分とは異なる相手の考えを受け入れ、
歯科治療恐怖症の可能性も十分考えら
れること、自分の考えが間違っているか
もしれないことなど述べながら、自分の
考えを相手に聴いてもらえるよう努めてい
る。

話の順序や組み立てがよく整えられてお
り、専門の違いに配慮して、相手の理
解を得られるよう専門用語をわかりやすく
言いかえたりしながら、説明・提案して
いる。

レベル 2 歯科医師が歯科治療恐怖症と考えた
理由、虐待と関連した兆候、カンファレ
ンスでの養護教諭との話の内容など、
児童虐待の可能性を吟味する上で必
要な追加情報を、ある程度収集してい
る。

児童虐待の可能性と対応について、全
身的ならびに歯科的な兆候、医療従事
者の役割、法律の点から適切に理解し
ており、歯科医師からの追加情報も一
部統合できている。

自分とは異なる相手の考えを受け入れ、
歯科治療恐怖症の可能性を考慮に入
れているが、自分の考えとの関連づけ
が不十分である。

話の順序や組み立てはおおむね整って
いるが、相手の理解を得る上で専門用
語の使い方や表現にやや問題がみられ
る。

レベル 1 歯科医師が歯科治療恐怖症と考えた
理由、虐待と関連した兆候、カンファレ
ンスでの養護教諭との話の内容など、
児童虐待の可能性を吟味する上で必
要な追加情報のごく一部を収集してい
る。

児童虐待の可能性と対応について、全
身的ならびに歯科的な兆候、医療従事
者の役割、法律の点から理解している
が、文字情報としての理解にとどまって
おり、歯科医師からの追加情報の統合
は行っていない。

おもに自分の考えを相手に伝えることに
終始している。

話の順序や組み立てが混乱しており、
説明・提案が理解しにくい、あるいは
事前に準備した内容を読み上げている
だけである。

レベル 0 レベル1を満たさない場合はゼロを割り当てること。

（注）ステップ 3のルーブリックは課題特殊的なため、記述語は3回目のMTJ（シナリオ3）のものを例として示す
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下，2012；Rhodes, 2010）をふまえて構成されている。「共
感的・受容的態度」や「コミュニケーション」は、「問題
解決」とは別のカテゴリーであるが、医療職の場合、相手
に働きかけることで問題解決を実行するため、ステップ 3の
ルーブリックにこの2つの観点を追加した。
なお、ステップ 1・2のルーブリックは、さまざまな評価課
題に対応できる一般的ルーブリックである。それに対して、
ステップ 3のルーブリックは、シナリオの内容に依存する課
題特殊的なルーブリックで、シナリオごとに別個のルーブリッ
クを使用している。しかし、観点は同一であり、記述語だ
けがシナリオに合わせて部分的に異なる。また、ステップ 1・
2ならびにステップ 3のルーブリックのレベルを評語で表せば、
「レベル3」は「大変よい /模範的である」、「レベル2」
は「十分である /できた」、「レベル1」は「やや不十分で
ある /許容範囲内である」、「レベル0」は「不十分であ
る /許容範囲外である」となり、各レベルにおける到達度
は標準化されている。
新潟大学歯学部口腔生命福祉学科は、先述したように、

PBLを中心にカリキュラムを構築しており、その学習成果を
評価するために、第 2学年前期（1回目）と後期（2回
目）、第 3学年後期（3回目）の計 3回にわたって（図 1）、
MTJを3名の教員が評価者となり実施している。なお、現
在のところ、MTJは主に知識を問う学期末試験を受けるた
めの受験要件として位置づけられており（新潟大学歯学部，
2019）、MTJの評価結果自体は単位修得や進級に関係し
ない。ただし、学生には、どの回においても、到達目標と
して最低レベル1以上、なるべくレベル2以上を目指して取
り組むように指導している。
（2）評価課題（シナリオ）

MTJのシナリオは、学期や学年での学習内容を反映させ、
第 2学年前期（シナリオ1）は「智歯を抜去した友人へ

の病状説明」、後期（シナリオ2）は「糖尿病をもつ歯周
病患者への病状説明と禁煙指導」、第 3学年後期（シナ
リオ3）は「歯科検診での児童虐待の発見と対応」とし
ている（図 2）。
それぞれのシナリオにおいて、問題となる病状と関連する

と考えられる要因ならびにシナリオの主人公「あなた」（評
価を受ける学生自身がこの役割を演じる）を取りまく登場人
物の関係を概念的に図示した（図 3）。このように、学年
が進行するにしたがって複雑に、また歯科と福祉の領域複
合的な課題となるように作成している。

2.3．調査と分析
本研究は目的に対応するため、2つの調査から構成され

図 2　評価課題（シナリオ）

図 3　評価課題（シナリオ）の複雑さ
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ている。一つは、PBLカリキュラムで学んだ学生を対象とし
て、パフォーマンス評価の結果を3時点で追ったものであ
る。もう一つは、その3つのパフォーマンス評価の結果から
PBLカリキュラムにおける学習成果を解釈するために、それ
ぞれのパフォーマンス課題の難易度に関して、3つの課題
をすべて経験ずみの学生を対象にして行った質問紙調査
である。
（1）パフォーマンス評価の縦断的調査
対象は、MTJをカリキュラムに導入した2013 年度から
2017 年度の5年間に、前述のカリキュラムを履修し、MTJ
で計 3回の評価を受けた2012～2015 年度入学の学生
82 名である。1学年の学生定員が 20 名と少ないことから、
学生が共通して体験したカリキュラムの学習成果を取り出し
やすくするために、4学年分の学生を調査対象とした。評
価結果の使用にあたって、調査の目的、個人情報の保護
等について、学生に口頭ならびに文書で説明し、文書で
同意を得た。
第 2学年から第 3学年における3回の評価結果を用

いて、ルーブリックのレベルを得点に置き換えて分析する。
MTJは3名の教員で評価を行っているが、5年間 4学年
分の学生を調査対象としており、その間に教員の異動等も
あったことから、本研究では、すべての対象学生を3回
にわたり評価した筆頭著者 1名の評価結果をデータとして
使用した。なお、教員 3名による評価得点の信頼性係数
は0.70を超えており（小野他，2014；斎藤・小野・松下，
2015）、評価者間信頼性が十分高いことは確認ずみである。
各回におけるステップ 1・2の 6観点ならびにステップ 3

の 4観点の計 10 観点、すなわちMTJステップ 1～3の
合計得点（30 点満点）を「合計得点」、観点別の得
点（各観点 3点満点）を「観点別得点」として求めると
ともに、3回の得点の変化を多重比較（Holm法による調
整）により分析する。また、効果量（d値）を算出し、d = 
0.20を効果量小、0.50を効果量中、0.80を効果量大とす
る（Cohen, 1988; Kirk, 1996）。
（2）評価課題の難易度に関する質問紙調査
図 3で示したような概念的なつながりの複雑さは、学生

の難易度の認識にも現れるのか。それを確認することで、
難易度も考慮して評価得点の変化を解釈する手がかりが得

られる。そこで、評価課題の難易度に関する学生の認識
を検討するために、2016 年度入学の学生 21 名に対して、
カリキュラムを修了する直前の4年次に質問紙調査を行っ
た。これまで受験した3つの評価課題について、「いま現在、
あらためて、それぞれのシナリオをみたときに、難易度がど
うであると思うか」を、「とても難しい」「難しい」「やや難
しい」「適当」「やや簡単」「簡単」「とても簡単」の7
～1の 7段階で回答してもらい、得点化した。また、その
ように判断した理由もあわせて記述してもらった。記述に関
しては、文意が読み取れない記述を除外し、シナリオ1は
12 記述、シナリオ2は14 記述、シナリオ3は19 記述に
ついて、意味内容の類似性にしたがい分類し、〈カテゴリー
ネーム〉を付けて内容分析を行った。

3．結果
3.1．改良版トリプルジャンプの評価得点の変化
第 2学年前期（1回目）、同後期（2回目）、第 3学
年後期（3回目）のMTJステップ 1～3「合計得点」の
平均値±標準偏差は、それぞれ 13.4 ± 4.3、16.8 ± 4.4、
18.6 ± 4.2で、第 2学年から第 3学年へと学年が進むに
したがって上昇していた（図 4）。各回の間で統計学的有
意差が認められ（図 4）、また1回目と2回目、2回目と3
回目、1回目と3回目の変化の効果量（d値）は、それぞ
れ 0.77、0.42、1.22であり（表 2）、中程度～大の効果
量が得られた。

表 2　評価得点の変化の効果量（d値）

合計得点
観点別得点

問題発見 解決策 
の着想

学習課題 
の設定

学習結果と 
リソース

解決策 
の検討

最終解決策 
の提案

追加情報 
の収集

情報の 
統合

共感的・ 
受容的態度

コミュニ 
ケーション

2回目–1 回目 0.77     0.23     0.73     1.15 0.74 0.13 0.47 －0.43 0.71 0.84 0.32
3 回目–2 回目 0.42 －0.02 －0.06 －0.22 0.06 0.58 0.21     1.25 0.64 0.12 0.54
3 回目–1 回目 1.22     0.23     0.75     1.04 0.86 0.74 0.61     0.77 1.31 1.02 0.96

図 4　各回の合計得点
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「観点別得点」については、観点間でばらつきがあり、
全般に「解決策の検討」や「追加情報の収集」では低
かったものの、やはり第 2学年から第 3学年へと学年が進
むにしたがって、おおむね上昇していた（図 5）。特に、1
回目と3回目では、「問題発見」以外のすべての観点にお
いて統計学的有意差（図 5）ならびに中～大の効果量が
みられた（表 2）。

3.2．評価課題の難易度に関する学生の認識
課題の難易度に関する学生 21 名の認識は、シナリオ
1、2、3の順に、中央値、最頻値ともに4、4、5で、多く
の学生は、シナリオ1およびシナリオ2の難易度を「適当」、
シナリオ3を「やや難しい」と判断していた。難易度の平
均値±標準偏差は、それぞれ 4.6 ± 0.9、4.3 ± 0.5、5.0 
± 0.7で、シナリオ2とシナリオ3の間に有意差（p < 0.01）
が認められた。
難易度の判断の理由としては、シナリオ1では、「臨床
経験がまだ浅く、教科書の内容理解が追いつかないところ
があった」とする〈学習内容の理解〉が 6記述（50.0％）、
「年齢的にも経験しそうな身近な話であり、教科書等で
調べるのにちょうどよい難易度だった」との〈身近な事例〉
〈学習課題の調査〉が各 3記述（25.0％）であった。シ
ナリオ2では、「歯周病、糖尿病、タバコをうまく関連づ
けて解決するのが難しかった」との〈歯周病・糖尿病・
喫煙の関連づけ〉、「やる気がない人に対して、どうした
ら動機づけができるか考え実行するのが大変だった」と
する〈患者の動機づけ〉の難しさをあげる意見が各 7記
述（50.0％）みられた。シナリオ3では、「歯科と福祉の2
つの領域を関連づけながら解決するのは難しかった」とする
〈歯科と福祉の領域複合課題〉が 13 記述（68.4％）と
ほとんどを占め、他に、「解決策が何通りも考えられ判断が
悩ましい」との〈さまざまな解決策の可能性〉、「誰にどこ

まで介入すべきか判断が難しい」との〈解決の目標設定〉
が各 3記述（15.8％）であった。

4．考察
4.1．学生の問題解決能力の変容の把握

PBLカリキュラムで学習した学生を対象として、第 2学
年前期と後期ならびに第 3学年後期の3回、MTJを用い
て同一の評価者が問題解決能力を直接評価した。その結
果、「合計得点」は第 2学年から第 3学年へと学年が進
むにつれて、言い換えれば、PBLの学習経験が増えるに
つれて有意に上昇しており（図 4）、中程度～大の効果量
が得られた（表 2）。教育の分野では、実際に意味のある
効果量として、最低でもd = 0.33とする研究者が多いこと
も考慮すれば（Gall, Borg, & Gall, 1996）、1回目と2回目、
2回目と3回目、1回目と3回目のどの比較においても、少
なくとも得点上は意味のある変容があったと解釈できる（表 2）。
学生が受験した3つの評価課題（シナリオ）は、先述

したように、学年が進行するにしたがって複雑に、また歯科
と福祉の領域複合的な課題となるよう作成しており、さらに
評価課題の難易度に関する学生の認識でも同様な結果が
みられることから、この得点の上昇は、評価課題が易しく
なったことによると考えるより、学生の問題解決能力が向上
したことによると考えるのが妥当であろう。
なお、問題解決能力を「観点別得点」でみると、「問
題発見」の観点は、得点が 1回目から比較的高く、3回
目にいたっても有意な上昇はみられない（図 5）。なぜ「問
題発見」だけが特異な傾向を示したのか。MTJでは、出
発点である問題の認識で学生間に大きな違いが生じると、
解決の方向が拡散し、評価が難しくなると危惧されること
から、問題を発見しやすいシナリオを評価者側が意識して
作成している。このような評価方法のデザイン上の工夫が、
「問題発見」の変化の小ささをもたらしたと考えられる。
本研究に関連する先行研究である小野・斎藤・松下

（2018）では、計 3回のMTJを経験した2012～2014
年度入学の口腔生命福祉学科の学生 64 名を対象として、
MTJ経験の意味について質問紙調査（自由記述）を行
い、3回目は「成長」といった自分自身の成長に関する語
が記述を特徴づけていることを見いだしているが、これは
学生の認識にもとづいた質的な間接評価から得られた結果
である。それに対して、本研究ではパフォーマンス評価に
よる直接評価の結果から学生の成長を確認できた。この2
つの結果の整合性は、お互いにそれぞれの評価の妥当性
を補強し合うものといえる。学生がMTJの回を重ねて成長
を認識していたことに関しては、本研究によって教員による
直接評価の裏付けがなされたことになる。また、後述するよ

図 5　各回の観点別得点
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うに、MTJは学生に深い学びや省察を促すことも狙いとし
ており、単なる問題解決能力の測定ツールではない。複数
回のMTJという形でパフォーマンス評価を縦断的に実施し
た結果、当該能力が向上しており、かつ学生自身もこの評
価を通じて成長したという認識が得られたのであれば、目
的に合致した影響を学生に与えていたといえる。すなわち、
結果的な妥当性（平井，2006；村山，2012）を示す証左
になりえるだろう。

4.2．PBLカリキュラムの有効性
PBLカリキュラムの有効性については、これまで、医学
教育を中心に、さまざまな研究がなされてきた。効果量の
点から明らかな効果はないとする研究（Colliver, 2000）も
あるが、過去のレビュー等（Albanese & Mitchell, 1993; 
Clark, 2006; Dochy, Segers, Van den Bossche, & Gijbels, 
2003; Hung, Jonassen, & Liu, 2008; Neville, 2009）をまと
めると、講義中心のカリキュラムと比較して、①知識の獲
得に差はみられないが、記憶定着率は優れている、②ス
キル（知識の活用、問題解決、臨床能力、生涯学習能
力）の習得は優れている、とする報告が多い。なお、医
学生のように高度に選抜された学生では、国家試験のよう
な資格取得に関わる試験で比較しても、教育方法の違い
による影響は現れにくい、とする意見（Norman & Schmidt, 
2000）がある。上記のように、知識の獲得については従
来型カリキュラムと差がみられないという知見が多いが、例
えば、Albanese & Mitchell（1993）は米国の資格試験で
あるNational Board of Medical Examiners（NBME） 試
験のスコアを中心に検討した結果から結論を導いているに
すぎず、Norman & Schmidt（2000）の意見にしたがうな
らば、PBLカリキュラムの優位性が覆い隠されているという
可能性もある。
今回、PBLカリキュラムにより問題解決能力の向上がみ

られたのは、PBLの学習プロセスが問題解決プロセスと同
じであることから（Barrows, 1998）、PBL自体の効果が大
きいと推察される。しかし、学生は第 2学年から第 3学年
のカリキュラムを通じて PBL以外の教育も受けており、他
の要因の関与も否定できない。例えば、MTJで問題解決
能力に含めた「共感的・受容的態度」や「コミュニケー
ション」は、PBLの授業でも育成されるが、PBLと同時
期に行なっている「早期臨床実習（アーリーエクスポー
ジャー）」や「臨床実習（クリニカルクラークシップ）」（図
1）での学習の効果もあるであろう。これらの実習には共
感的・受容的態度が必要な実際の患者とのコミュニケー
ションが含まれているからである（新潟大学歯学部，2019）。
一般に、PBLカリキュラムでは、早期から学生に現場を

体験させ、その経験と教室での学びを統合させるようにカ
リキュラムを編成するが、このことが学生の社会的・認知
的スキルを向上させる要因とも言われている（Koh, Khoo, 
Wong, & Koh, 2008）。
このように、PBL科目と他の授業科目との関連から新潟
大学歯学部口腔生命福祉学科の PBLカリキュラム（図 1）
を年単位（図 6）あるいは週単位（図 7）でみると、内
化と外化の学習サイクル（松下，2015）が、PBLを中核と
して、どのスパンでも回るように組み込まれていることがわか
る。PBL、講義、実習を有機的に配置し、それぞれの学
習内容に関連性をもたせることにより（小野・松下，2015）、
PBL科目において出会う問題と既有知識や経験との間で生
じるコンフリクトにより動機づけられた学生は、その解決を目
指して、関連する知識を講義科目で習得、すなわち内化を
行い、また得られた知識を実習科目で活用し、外化を行う。
この学習サイクルを繰り返すことにより、理解が深まるように
編成されているカリキュラムといえる。MTJにより評価した問
題解決能力が、よりポジティブに変容する傾向にあった学
生は、幅広い知識を記憶し、理解しようと学習に取り組ん
でいた者であること（斎藤他，2015）を考えると、カリキュ

図 7　週単位の PBLカリキュラム（第 2学年後期前半）

図 6　年単位の PBLカリキュラム（第 2学年）
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ラムの構造自体も問題解決能力を向上させた要因の一つと
考えられる。
また、今回、PBLの学習成果を評価したMTJは、学
習の評価としての役割だけでなく、学生が遭遇しうる現実
世界の課題、知識の活用を求める課題、明確な評価基
準の提示と学生の自己評価、学習の改善に向けた個別で
継続した教員からのフィードバックにより、学生に深い学び
や省察を促す「学習としての評価」として機能しているこ
とが確認されており（小野他，2018）、このような形成的評
価としての機能をもつMTJを系統的にカリキュラムに組み込
んでいることも、問題解決能力を向上させた要因といえるか
もしれない。なお、ここでの「学習としての評価」は、Earl
（2013）よりも広い意味で用いており、単に評価が学生自
身の学習の自己調整になるというだけでなく、さらに評価そ
れ自体が学習経験になること（Alverno College Faculty, 
1994；松下，2016）を意味している。

5．結論
本研究では、高次の統合的能力をプログラムレベルでど

う直接評価するかという課題に対し、保健医療福祉分野
における問題解決能力に焦点をあて、新潟大学歯学部口
腔生命福祉学科の PBLカリキュラムを事例としながら実証
的な検討を進めてきた。まず、PBLを集中的に行っている
第 2学年から第 3学年の異なる3時点で、MTJというパ
フォーマンス評価を用いて問題解決能力を直接評価した。
そのうえで、評価結果を比較したところ、学年が進むにつ
れて、「合計得点」は有意に、また十分な効果量をもって
上昇していることが明らかになった（図 4、表 2）。
この変化を、第 2学年から第 3学年にかけて問題解決
能力が向上したと解釈するには、厳密には「合計得点」
の等化が行われている必要がある。しかし、教育実践にお
いて、テスト理論における等化の手続き（加藤他，2014）
にしたがって、複数のパフォーマンス課題の得点を等化さ
せて、その変化を検討することは現実には困難である。そ
こで、本研究では、課題の難易度の違いについて、課題
の複雑さを病状への関連要因と登場人物間の関係という
側面から概念的に検討するとともに、当該カリキュラムで学
んだ卒業直前の学生に、過去に体験した3つの評価課題
の難易度について振り返ってもらうという形で、学生自身の
認識の側面からも実証的に検討した。このような課題の難
易度の検討結果を、学生の各課題における「合計得点」
と合わせて考えることによって、「合計得点」の上昇を問
題解決能力の向上と解釈できると判断した。仮に、課題の
難易度が下がっているのであれば、「合計得点」の上昇
を問題解決能力の向上とは解釈できないが、課題の難易

度が同じか上がっているのであれば、「合計得点」の上昇
は問題解決能力の向上と解釈できるからである。このように、
縦断的なアプローチで能力の変容を捉えるには、得点の変
化だけでなく、課題の難易度にも着目する必要があることが
明らかになった。

AAC&UのVALUEルーブリックに代表されるように
（Rhodes, 2010）、複数の学年・科目・課題をまたぐ長期
的ルーブリックを使って、学生の長期的な変容を捉えようと
いう試みが少しずつ広がっている。だが、そこで、課題の
難易度の違いをどう処理するかという問題は不問に付され
ている。本研究はその問題に対して一つの方法を提案した
ものである。
複数科目をまたいだ学習成果の評価をめぐるこれまでの
考え方は、学士課程の4年間（ないし6年間）を通じた
学生の能力の変容を、長期的ルーブリックでの評価得点
の向上によって捉えようとするものであった。だが、そのよう
な考え方は、本来、評価課題の難易度が一定であると仮
定した場合（図 8a）でなければ成り立たない。これに対
し、通常の教育実践では、パフォーマンス評価は各科目
の授業内容と結びついた「埋め込み型評価（embedded 
assessment）」（Suskie, 2009）として行われることが多いと
推察され、この場合は、科目の違いをこえて課題の難易度
を一定にすることが困難である。むしろ、低学年から高学

図 8　課題の難易度と評価得点の関係模式図
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年にかけて、パフォーマンス課題の難易度が高くなるほうが
自然であり、その場合には、課題の難易度を一定としてルー
ブリックのレベルが向上したかをみるよりも、課題の難易度
の上昇をふまえたうえで、各科目の目標について一定のレベ
ルに達したかをみるほうが重要となる（図 8b）。複数科目を
またいだ学習成果の評価にあたっては、本研究での検討
のように、どのような評価課題に取り組んで、どのような評
価結果を得たか、すなわち課題の難易度と到達レベルの2
つの側面から、学生の能力の変容を慎重に捉えることが必
要であろう。課題の難易度という観点を加えることによって、
複数科目でのパフォーマンス評価の結果から、高次の統合
的能力の長期的な変容を把握することが可能となる。
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Educational Practice Report

Direct Assessment of Long-Term Learning Outcomes in the PBL Curriculum: 
Based on a Longitudinal Study of Performance Assessment  

at the Niigata Universityʼs Faculty of Dentistry

Kazuhiro Ono1, Kayo Matsushita2, and Yugo Saito3

(1Graduate School of Medical and Dental Sciences, Niigata University, 2Center for the Promotion of Excellence in Higher Education, Kyoto 
University, 3Headquarters for Management Strategy, Niigata University)

The purpose of this study was to examine the transformation of students’ problem-solving ability, one of the 
higher-order skills, by performance assessment at the educational program level. The subjects were 82 students at  
the Niigata University’s Faculty of Dentistry, who had studied under our problem-based learning (PBL) curriculum. 
For direct assessment of problem-solving ability, we used modified triple jump (MTJ) which had been developed 
as an assessment tool for our PBL program. We performed MTJ at three different time points during the second 
and the third year and assessed problem-solving ability of the students longitudinally. At the same time, we also 
examined the difficulty level of the three performance tasks used in MTJ from two aspects, conceptual contents 
and student perceptions. As a result, the assessment scores of MTJ improved significantly with moderate to large 
effect size along with their experience of PBL. The performance tasks used in MTJ became more complex along 
with the accumulation of learning contents in the curriculum, and student perceptions of difficulty level of the 
performance tasks showed similar results. In conclusion, the reason for the score improvement was not because 
the tasks of MTJ became easier but because problem-solving ability of the students improved. By considering the 
difficulty level of the performance tasks, we were able to assess the transformation of students’ problem-solving 
ability at the educational program level from the results of embedded performance assessment in PBL courses.

Keywords: PBL, Curriculum, Learning outcomes, Performance assessment, Medical and welfare area


